
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：19－039） 

 

１ パラオのオイロー副大統領兼法務大臣が、現在のPSS H.I.Remeliikの代替

となる新たなパトロールボート（Remeliik Ⅱ）の点検にオーストラリアを訪問

（Remeliik Ⅱは現在建造中で、進水後、パラオの乗組員が乗船して訓練を実施

し、5月までにパラオへの航海準備を行い、6月までにパラオへ来航予定。現在

の PSS H.I.Remeliik より 35 フィート長い全長 139 フィート。最大乗員数 25

名。製造コストは推定 2,000 万 US ドル。24 年前にオーストラリアから寄贈さ

れた PSS H.I.Remeliikは、3月までに役目を終え同国へ帰港予定。） 

原文 

(21st February 2020, Island Times) 

※以下の Island Timesは、時間帯によって表示に時間がかかる場合やアクセスできない場

合がございます。その際は、お手数ですが時間をしばらくおいてから再度お試しください。 

 

２ 本年 1 月 1 日に施行されたパラオ国家海洋保護法に対する、同国大統領選

挙の 4 人の候補者の見解（（4 人ともマグロの国内市場への安定供給不足につい

て言及の上）オイロー氏：行われるはずだったことが十分に速く行われなかっ

た。セード氏：国内の漁業者のキャパシティ強化（が重要）。トリビオン氏：

同法はペーパーワークだ。スランゲル Jr氏：同法は良いイニシアチブだが改良

が必要） 

原文 

(21st February 2020, Island Times) 

 

３ パラオのレメンゲサウ大統領は、絶滅の危機から保護対象となっている魚

種の禁漁措置について、一定の時期に解禁する計画を再考するよう、議会の上

院及び下院に対し要求（1994年に最初に課せられた禁漁措置について、長年終

了させる圧力がかかってきたところ、今年初めに、これまで認められなかった

措置が両院で受け入れられていたところ） 

原文 

(20th February 2020, Radio NZ) 

 

４ パラオのレメンゲサウ大統領は、スカイマークによるパラオへの初フライ

トにあたり、同社の取締役会長を式典で歓迎（2018年 5月にデルタ航空が撤退

して以来、日本パラオ間の直行便の再開となるスカイマークの運航は、現在チ

ャーター便であるものの、本年 7月より定期便の開始を計画している）  

原文 

(14th February 2020, Island Times) 

http://islandtimes.us/oilouch-to-travel-to-australia-to-inspect-pss-remeliiks-replacement/
http://islandtimes.us/palau-national-marine-sanctuary-what-do-the-presidential-candidates-think/
https://www.rnz.co.nz/international/programmes/datelinepacific/audio/2018734903/calls-for-rethink-of-open-season-on-protected-fish-species-in-palau
http://islandtimes.us/palau-welcomes-skymarks-inaugural-flight/?fbclid=IwAR1wlJ8RxMml7uCas8jjyxnCJRw5VsuWzrSzlimn4I_Fktv2V-pCwovYVdI


５ パラオ議会（OEK）は、パラオ公益事業公社（PPUC）が 2020 年 4 月ま

でに破綻するのを防ぐため、助成計画に関する同公社との議論を継続（同公社

は、今年度 390 万 US ドルの損失が見込まれており、料金引き上げか財政援助

がなければ破綻する、50万 USドルの政府による支援は十分でないと主張） 

原文 

(18th February 2020, Island Times) 

 

６ パプアニューギニアのセントラル・ブーゲンビル地区選出の議員が、ブー

ゲンビル州の独立をめぐって、同国議会に対し、同州が一方的な独立宣言を行

うこともできると警告。一方、ブーゲンビル問題を担当する同国の大臣は、憲

法は国のいかなる部分の分離も規定していないと議会に対し発言（昨年の住民

投票で同州住民の 98パーセントが独立に投票したが、独立には、同国議会の承

認が必要。また、その前には、同国とブーゲンビルの代表者との間で広範な協

議が行われることになっているが、協議の期限は示されていない。） 

原文 

(19th February 2020, Radio NZ) 

 

７ 米国沿岸警備隊のシュルツ長官が太平洋地域を初めて訪問し、同地域にお

ける同国のプレゼンスを「倍にした（doubling-down）」という従来のコメント

を繰り返しつつ、「異なる考え方（different mindsets）」の同地域への浸透に対

し、志を同じにするオーストラリアおよびニュージーランドとの協力が極めて

重要と発言（同長官は、重要分野の一つとして、太平洋ルートにおける薬物と

の戦いにも言及。米国沿岸警備隊は、最大 24 人の水兵を乗せ、5000 km 近く

を航行できる 154フィートの事案即応船を今年後半にグアムに配置予定） 

原文 

(20th February 2020, Radio NZ) 

 

８ 【論説】太平洋諸島への援助は、他に国と比べ最も価値が低いと、筆者は

主張（国民総所得に対する政府開発援助の割合で、世界で最も援助に依存して

いる 15 か国のうち 7 か国が太平洋に位置しているが、何十年にもわたる援助

は、太平洋諸島の人々の生活向上につながっていない。過去 10年間のオースト

ラリアのこの地域への援助は、ニュージーランド、中国、日本、米国をあわせ

たものを上回っているにもかかわらず、さらに多くの援助を太平洋に提供しよ

うとしているが、筆者の経験からは、より多くの援助金を太平洋に投入しても、

中国の影響力の上昇を止めるのにあまり役に立たないことを示唆している。） 

原文 

(11th February 2020, Development Policy Centre, Australian National 

University) 

 

 

http://islandtimes.us/oek-to-continue-subsidy-plan-discussion-with-ppuc/
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/409814/bougainville-mp-warns-png-parliament-over-independence
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/409924/on-maiden-pacific-trip-us-coast-guard-head-seeks-a-greater-role
https://devpolicy.org/aid-to-the-pacific-is-the-least-value-for-money-20200211/

